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約  要  

本研究は，BWR型原子炉建屋の主耐震要素であるインナーボックス壁とシールド壁の  

復元力特性におよぼす複合効果を検討することとインナーボックス壁の復元力特性を把握  

することを目的として行なった実験的研究である．この実験の結果インナーボックス壁の  

破壊に至るまでの荷重と変形の挙動，エネルギー吸収能力及び破壊モード等の多くの基礎  

資料が行られた．  

§1．はじめに  

原子炉建屋の耐震設計のために多くの解析や実験的研  

究が数多く行なわれている．その研究成果は原子炉建屋  

の耐震安全性確認の資料としてたえず設計へ二晩り入れら  

れている．しかし「般の構造物に対して行なわれた研究  

成果と比較してかならずしも十分とは言えない．本研究  

は以上の点をふまえBWR型原子炉建屋の主耐震要素  

であるインナーボックス壁とシールド壁の複合効果を把  

握することとインナーボックス壁の復元力梓性を把捉す  

ることを目的として2層小型模型ボックス壁の水平加力  

実験を行なった．  

Fig．2．1．12層複合模型試験体（Ap）形状  

当する．試験体の形状をFig．2．1．1に示す．   

試験体は，Apと同様に壁厚8伽】叫床スラブ厚50mmとし  

た．加力高さは，基礎スラブ上面より1層スラブ芯はで  

の高さが55伽叫 2層スラブ芯までの高さが130伽mであ  

る（Fig．2．1．曳 Fig．2．1．4）．   

試験件の各部の名称をFig．2．1．2に示す．   

補強筋礼 式験部分についてはすべてSD3頭目当のD  

6鉄筋を使用した．壁補強筋比は，縦，横共1．2％（D6  

＠67ダブル）とし，床スラブ補強筋比は，1．4％（D6＠91  

チドリ）とした．   

試験体の配筋図をFig．2．1．5～Fig．2．l．6に示す．   

§2．試験体   

2．1試験体概要   

試験体は，BWR型原子炉建屋のインナーボックスを  

約1／25に縮小した2層ボックス壁の半割模型であり，  

2層複合模型（以降Apとする）のボックス壁部分に相   
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書・書技術研究部原子力室  

……技術研究部技術研究所係長  

d4  



西松建設技報VOJlO   建屋の復元力特性に関する研究（2層RCボックス量の実験）  

試験体は，半割りであるので，半割り境界側に出てく  

る壁およびスラブの鉄筋はすべてナット締めで定着させ  

た．   

尚2層複合体模型の実験は後述委員会の他の機関で実  

施された．  

D－D断面図  

Fig．2．1．4 試験体形状  

内筋・外筋共D6＠67  

Fig．2．1．2 試験体各部の名称  

2，000  

C DP  C   

Fig．2．1．5 ボックス壁配筋図  

（a）試験体立面図  

Fig．2．1．3 試験体形状  

920  

St．29－D13 50  

Fjg．2．1．6 ボックス壁側配筋図  

2．2 使用材料  

2．2．1 コンクリート   

試験体部分のコンクリートは，粗骨材の最大粒径を10  

mmとした豆砂利コンクリートとし，設計強度はApの庄  

縮強度23・1kg／廊を目標とした．   

コンクリートの配合をTable2．2．1に示す．配合は，  

試し練り結果に基づいて決定した．  
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Table－2．2．1コンクリートの配合設計  加力は，ウェブ壁側および半割り境界側上下2・点，計4  

点を制御位置として，アクチュエータ4台による変位制  

御を行った．   

加力概要をfig．3．1．2，3に示す．加力位置をFig．  

3．1．4に示す．  

水セメント此  水  セメント  粗骨 材  納骨柑  混和剤  

配合                （％）  （kg／mり  （kgノrm】）  （kgノmり  （kgノが）  （1■m一）  

70   196  280  867  94ユ  2．8   

Tab］e－2．2．2 コンクリートの材料試験結果  

1 層  2 層  基 礎  Ap（1F）   

1 271 301  

I工縮強度   278   313   

（kgノc汀戸）  3  257   280   285  

平均  264   281   299   

25．1  25．4  24．8  

割裂強度   

（kgノノcmり  3  27．4  23．7  28．0  

平均  25．8  25．0   26．3  24．4   

平均  1．76  2．19  1．97  2．02   

0．15  0．17  0．21  

2  0．16  0．19  0．19  

ポアソン比   

平均  0．16  0．18  0．20  0，15   

Cy⊂k    ロ  2  3  l  与  6  丁  8  9  川  ロ  12  ロ  Il   

R  

＝り川‾lI   

0276  0．713  l．一山g  1．2加  1．1刑  2丁舶  2甚l  g．ユ7息  l．」サ】  6．捕  6．176  7，01日  】767  

Fig．3．1．1加カスケジュール  

Table－2．2．3 D6鉄筋の材料試験結果  

降伏強度  引張強度  伸び率  ヤング係数  降伏ひずみ  

（kg／m2）  （kg／仰り  （％）  （106kg／mり  （10】6）   

1 4469 5578  17．0  1，84  

2  4469   5591  17．0   1．83   

3  4469  5563  16．0  1．85   

平均  4469  5577  16．3  1．84   2400  

コンクリートの材料試験結果をTable2．2．2に示  

す．  

2．2．2 鉄  筋   

鉄筋は，試験体部分についてはSD3餅日当のD6鉄筋  

を使用した．D6鉄筋の材料試験結果をTable2．2．3  

に示す．   

蓋3．加力方法  

加力方法は，Ap試験体の実験結果に基づいて立案し  

た．  

3．1水平加力方法  

3．1．1加カスケジュール   

加カスケジュールは，今後複合効果を検討する時のた  

めにAp実験で得られたボックス壁，円錐台壁各層の水  

平変位を制御変位として作成した．   

加カスケジュールの概要をfig．3．1．1に示す．  

3．1．2 加力方法   

bム  

Fig．3．1．2 加力概要  

Fig．3．1．3 加力概要   



建屋の復元力特性に閲す引肝究（2層RCボックス壁の実験）   西松建設技報VOJlO  

① 基軽スラブの動き   

② 試験体各層および主要位置の水平変形   

③ 試験体の曲げ変形  

などである．   

制御変位は，各層スラブ中央の中心位置の絶対水平変  

位とした．  

㊥は紙面に直交方向  

昔  昔  

1，000       1，000  

⊂⊃  
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革50     ＿500－  ＿500」叫  j町500  ＿500－  2麺   

Fig．3．1．4 水平加力位置  

3．1．3 境界条件   

本試験体は半割り模型でねじれが生じる可能性がある  

ためウェブ壁側上下4点，半割り境界側上下4点，計8  

点に横倒れ，ねじれ防止治具を設置Lた．  

3．2 鉛直加力方法 

鉛直加力は，試験体壁部で軸応力度20kg／cげとなるよ  

うに軸力（64ton）を載荷した．   

軸力は，2台のアクチュエータによりコンクリートブ  

ロックを介して載荷した．載荷点は，2台のアクチュエ  

ータの合力が，試験体断面の図心位置となる点とした．   

§4．計測方法   

4．1変位の計測   

Fig．4．1．1に変位計測点を示す．訂側位置は，原則  

的にAp試験体と同じにした．主な計測項目としては，  

Fig．4．1．1変位計計測位置  

4．2 鉄筋ひずみの計測   

Fig．4．2．トFig．4．2．2に鉄筋ひずみの計測位置を  

示す．計測位置は，変位の計測と同様，原則的にAp試  

験件のボックス壁部と同じにした．   

検討項目としては，壁脚部の抜け出し量，一壁面のひずみ  

分布，鉄筋の降伏状況等である．  

4．2 コンクリートひすみの計測   

Fig．4．3．1に，コンクリート表面ひずみの帥則位置  

を示す．   

弾性時のコンクリートのひずみ状態を把握するため  
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○：外側鉄筋のみ  

●：内，外側鉄筋共  

○：外側鉄筋のみ  

●：内．外側鉄筋共  
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Fig．4．2．1鉄筋ゲージ位置（ウェブ壁）  

Fig．4．2．2 鉄筋ゲージ位置（フランジ壁）  

173 400  467  467  400173  

めに加カステップ毎に行い，ひびわれの記録は，サイク  

ルの正負最大部材角時に行った．   

ひびわれ幅の測定は，ウェブ1層，2層の壁高さの中央  

位置（基礎から225m叫 92加m）を横切るひびわれについ  

では，その本数とひびわれ幅を，各サイクルの正負最大  

部材角時および荷重零時に計測した．ひびわれ幅の測定  

には，クラックスケールを使用した．  

ヰ．5 計測システム   

本システムは，アクチュエータとスパーミニコンをオ  

ンラインにし，スパーミニコン端末から加カスケジュー  

ルを入力し，アクチュエータで制御変位を与え目標変位  

到達時に，アクチュエータ反九 変位計値，ひずみ値を  

ミニコンに取り込み，ディスクに記録する．   

その後ディスクのデータをパソコン画面にグラフィ  

ック化した情報として表示する．  

△：ゲージ貼付位置  

Fig．4．3．1コンクリートゲージ位置  

に，コンクリート表面のひずみを1ケ所で3方向計測し  

た．  

4．4 ひびわれの観察   

ひびわれの発生状況の観察は，ボックス壁ウェブ部お  

よび両側フランジ部について行った．観純囲は，加力  

治具，変位計取付治具等により観察が困難な部分を除い  

た所とした．   

ひびわれの観察は，ひびわれの発生状況を把握するた   
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§5．実験結果および検討   

5．1実験経過   

実験経過をTable5．1．1に，初期岡惟および諸荷重   
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一覧をTable5．1．2に示す．  

Table－5．1．1実験経過  

大変位時（R＝8×10－3rad．）では，引張側フランジ壁  

脚部の縦筋も何ヶ所か降伏した．横筋の降伏は，ウェブ  

壁脚部と1層ウェブ壁引張側2ケ所であった．   

2層部分の鉄筋については，降伏はみられなかった．  年 月 日   昭和61年3月色目－13日  

タイトル   2膏ボックス壁実廉   

サイ  
タル   記  録   

23．6   0．小I  せん断ひびわれ発生（ウェブl層中央高さ，引張側3本）  

＋2          31．2   0．65  せん断ひびゎれ発生（ウェブ2層）   

t2   －2l．9   －0．52  せん断ひびゎれ発生（ウェブ1層中央）  
－28．7   －0．86  せん断ひびわれ発生（ウェブ2層引張倒）   

50．l   1．30  曲けひびわれ発生，その後すぐに曲げせん断ひびわれとなる。  
＋3  

（ウェブl層引酬）   

68．5   2．62  フランジ1甘部分に曲げひびわれ発憧  
＋6  

ウェブ1一部分lニせ∧」折ひびわれ多数発生   

－19．3   －1．86  曲けひびわれ発生，その後すぐに曲けせん斬ひびわれとなる。  
－6  

フランジ壁にせん断ひびわれ発生   

＋10  111．2   5．21  1層ウェブ庄船側に庄壊のきぎし   

－11  －10丁．2   －S．2l  ウェブ引張偶のせん断ひびわれ幅0．5叩の所あり   

＋12  ユ10．9   5．20．  ウェブノーーンに圧壌が出」よじめも（コンクリートの剥落）   

＋ll    07．9  8．00  庄壌がウェブをはばT通。ウェブ都すペウはじめる     03．8  6．30  荷iが†がりはじめる   

Table－5．1．2 諸荷重一覧  

正方向敲荷時  負方向載荷時  

層  サイ  せん断力  空 位  サイ  せん断力  変 位     ク 

ル  Q（ton）  J（nm）  クル  Q（ton）  J（■■）   

折期剛性（ton／cm）   ロ  ロ   
1882  

2  1844  

曲げひびわれ   

発生荷重  

曲げせん断ひびわれ   

発生荷重  

せん断ひびわれ   

発生荷重  

ウェブ壁  

税 筋   

鉄 筋  

陣  

伏 荷  

重  

フランジ璧  

脚部縦筋   

コンクリート圧壊発生    10  l11．2  5．21  

庄壊のすべりはじめ    14  107．9  6．01  

最  大  耐  力    田  112．2  5．21  －10  －108．4  －5．31   

破  壊  形  式  せん断すべり破壊   

外側  

04×10‾3rad．  

●8×10‾3rad．  

Fig息1．1鉄筋の降伏状況  

5．1．3 コンクリートの圧壌   

コンクリpトの圧壊は，部材角R＝4．0×10，3rad．（Rl  

＝6．2×10－3rad．）で，1層ウェブ壁庄耐則隅角部の基礎  

から1（km程の高さの所に庄壊とおもわれる細かいひび  

われがみられた．   

その後 同じ部材角の大きさでの繰り返しのサイクル  

で，ウェブ壁の圧縮側からウェブ壁幅の1／4位の長さに  

わたり庄壊の伸展がみられた   

R＝4．6×10－3rad．（Rl＝9．0×10‾3rad．）において，  

庄壊がウェブ壁の3／4位の長さまで伸展してすべりはじ  

め，R＝4．8×10，3rad．  

（Rl＝9．6×10－3rad．）で荷重が下がり始めた  

5．2 ひびわれ状況  

5．2．1 ひびわれ発生状況   

ひびわれの観察は，加力泊具および変位計等によりす  

べては観察できないので，主にウェブ壁1層，2層，フ  

ランジ壁の手の届く範囲とした．   

初ひびわれ発生状況で述べたように，まず，せん断ひ  

びわれがウェブ壁に発生し，次いで曲げひびわれ，曲げ  

ひびわれの伸展による曲げせん断ひびわれの順に発生し  

ていった．しかし，2層ウェブ壁については，せん断ひ  

びわれのみで，曲げひびわれおよび曲げせん断ひびわれ  

は，観察抱囲においては，みられなかった．  
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5．1．1初ひびわれ発生状況  

1層の初せん断ひびわれは，2層絶対部材角R＝0．3  

×10－3rad．（1層部材角Rl＝0．44×10－10rad．：以降  

R Rlとする）でウェブ中央やや引張側位置に発生しじ  

次いでR＝0．5×10－3rad．で，2層ウェブ中央位置にせ  

ん断ひびわれが発生した．   

その後，1層ウェブ引張側部分に曲げひびわれ，およ  

びその伸展による曲げせん断ひびわれが発生した．  

5．1．2 鉄筋の降伏   

鉄筋の降伏状況をFig．5．1．1に示す．   

鉄筋の降伏は，まず1層ウェブ引張倒脚部縦筋が最大  

耐力直前に引張降伏し，その後，圧縮側脚部の縦筋が圧  

縮降伏した．   

部材角の増大に伴いウェブ壁脚部の縦筋が降伏し，最  
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ウェブ壁については，1層部分がR＝4．0×10L3rad．  

でほぼ鉄筋間隔程度のひびわれが発生したが，2層部分  

はこの時点でもまだひびわれの本数は少なかった．   

フランジ壁については，R＝2．0×10－3rad．のサイク  

ルで初めてひびわれが発生した しかし，最大変位時に  

おいても，2層高さ位置のフランジ部には，ひびわれは，  

観察できなかった．   

ひびわれの角度については，ウェブ壁のせん断ひびわ  

れは，45度位の傾きであるが，2層ウェブ壁の負側のひ  

びわれは，45度よりやや急な傾きとなっている．フラン  

ジ壁については，正加力によるひびわれがほぼ水平であ  

るのに対して負加力によるひびわれは，30度位の傾きを  

もっている．  

最終のひび割れ状況をFig．5．2．1に示す．  

正加力                          ＞  

5．3 荷主一変形関係  

5．3．1荷重一全体変形関係   

全荷重一屋上階加カスタブ芯位置での変形関係を  

Fig．5．3．1に全荷重－1階加カスタフ芯位置での変形  

関係をFig．5．3．3に，屋上階部分のせん断カー屋上階  

の相対変形の関係をFig．5．3．2にそれぞれ示す．   

なお，以後の各荷重および変形に関しては，下図の記号  

をそれぞれ用いることとする．   

5．3．3 変形成分の分離   

曲率分布をFig．5．3．4に示す．   

加カスタブ芯位置での水平変形に占める曲げとせん断  

の割合をFig．5．3．5に，また，鉄筋の抜け出しによる  

影響を考慮したものをFig．5．3．6に示す．曲げ変形は  

下図の方法により算出した．   

曲 率 直＝仏i一品Ⅰ）／（g・△xl）   

曲げ変形 晶＝呈（hi・軒△Ⅹi）  
l＝＝1  

なお，せん断変形鵡は，全体変形から曲げ変形を差し  

引いて求めた．  

5．3．4 変形モード   

Fig．5．3．7にウェブ壁側，半別項界側についての試  

験体の変形状態を部材角0．25，2．0，4．0×10－3rad．につ  

いて示す．   

変形は，試験体の高さ方向に取り付けた変位計による  

水平方向の値と，各層に取り付けた鉛直変形用の変位計  

の値を痛いて示してある．  

5．ヰ 鉄筋のひずみ   

Fig．5．4．1～Fig．5．4．2にウェブ壁の縦筋，横筋の  

ひずみ，Fig．5．4．3～Fig．5．4．6にフランジ壁縦鼠  

横筋のひずみ分布を示す．   

びすみ分布は，1．0，2．0，4．0×10－3rad．時の値を正  

負に分けて示す．ひずみの値は，引張側を正とする．  

5．5 コンクリートのひずみ  

Fig．5．5．1に試験体に貼ったコンクリートゲージより  

求めた主ひずみ分布を示す．  

5．6 帝王比   

Fig・5・6．1に，本試験体の1層荷重と，2層荷重の  

各サイクル正負ピーク時の比を示す．   

これをみると，正負における荷重此の違いはみられな  

い．8サイクル（R＝1．0×10‾3rad．）までは，ほぼ一定  

の割合の荷重比のようであるが，その後，サイクルの増  

加により，荷重此が大きくなってきている．これは，試  

験件のひびわれ庄壊，破壊等により上下の荷重負担が  

変わってきたためと思われる．   

Fig．5．6．2各層の壁側荷重と境界側荷重との比を示  

す．   

R2＝8．0×10‾3rad．  

Fig・5・2・1ひびわれ状況（最終船鄭寺）  

5．2．2 ひびわれ傾とひびわれ本数   

各サイクルのピーク部材角時のひびわれ幅とひびわれ  

本数をTable5．2．1に示す．  

Table－5．2．1ひびわれ幅とひびわれ本数  

（mm）  

最 大 部 材 角 嘩  零 荷 重 時  

部け角 y】0▼1  本 数                           l  層  2  宥   1  層   2  層  
1層  2    Max．  Min．  Max．  Min．  Max，  Min．  Max．  Min．   

0．5  2  0．04  0．Ol  0  0  

l．0  9  5      0．08  0．Ol  0．08  0．06  0．04  0  0．（旭  0   

2．0  29  9      ひ．10  0．鋸  0．08  0．Ol  0．08  0  0．06  0   

4．0  11        0．20  0．06  0．15  0．ひ6  0．08  0  D．08  0   

最 大 部 材 角 時  零 荷 重 時  

部材角 XlO‾3  本 数                     1  膏   2  層   1  層   2  層  
1層  2膏  Max．  Min．  Max．  Min．  Ma）：．  Min．  Max．  Min．   

－0．5  2    ＜0．04  く¢．04  く0．Ol  ＜0．1日  0  0  0  0   

－1．0  17  6  0．08  0  0．08  0  0．Dl  0  0  0   

－2．0  21    0．10  0．04  0．08  0．0ヰ  0．06  0  0  0   

－1．0  31；  田  8．20  0．肌  0．10  0．仙  ¢．01  0  0．01  0  

ひびわれ幅，ひびわれ本数とも，測定はウェブ壁各層の  

高さ中央位置を梼切るものを対象とし，その中での最大，  

最小を各サイクルの最大変位時および零荷重時に測定し  

た．   
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ー4  －3   －2   －1   0   1   2    3    4  

Fig．5．3．1全荷重一全体変形関係  

O   

Fig・5・3・2 屋上階荷重－2階部相対変形関係  

10  
R（×103rad．）  

7l   



建屋の復元力特性に掬する研究（2層RCボックス壁の実験）  西松建設技報VO」．10  

Fig．5．3．3 全荷重－1階書晰日対変形関係  

R（×10▼3rad．）  

0・250．5  

正加力  
脚部抜出しによる変形  －－－… 負加力  

10  15  

CURV．（×10‾61mm）  

0  5  

Fig．5．3．4 曲率分布（正加力）  

250．51．0  2．0  3．0  4．0  6．0  

屋上階部材角 R（×10‾3rad．）  

Fig．5．3．6 脚部抜出しを考慮した変形成分の比較（最上  

階スラブ位置）   

tL加カ  

ーーーー一 員加力  

250．51．0  2．0  3．0  4．0  6．0  

屋上階部材角 R（×10▼3rad．）   

Fig．5．3．5 変形成分の北較（屋上階スラブ位置）比  
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4．0×10†3r8d．  

－－一一一－一一 2．0×10‾3rad．  

－・tt－ 1．0×10‾3rad．  

I   

．刑 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■∪■■■■■■l■疇■■■1－   

「‾‾‾－‾－‾■‾‾m‾‾T  j］  l  10‾6）  

000  

______U 

000  

一］Llニュi－、＿＿  

000  

†－一一－・■      ‾‾－■－■－－ 

■・－・■L  一三二＿＿T＿一一ニニニニニ■－－－＿  

000   

く⊃  

0．25／1，000  

√‾‾■－‾’－－－・・－・－＿．．＿＿  

10‾6）  

000  

000  

．＿－＿＿＿＿＿－＿－＿＿・・■一－ －：■■＝．．：＝  

ーーーーーー ウェブ壁側  

－・－・一 半割境界側  

Fig．5．4．2 ひずみ分布  

正加力   

Fig息3．7 変形モード（ウェブ壁）  

ー4．0×10‾3rad．  
－－2．0×10‾3rad．  

－1．0×10‾3rad．  

ー▲  N     ト■■■■  N  トー  N  

く＞  ⊂⊃    く⊃  ⊂⊃  く⊃  ∈＞  

（⊃ （＝〉    く＝） く＞  く⊃  ⊂＞  く⊃  ○  

ナ▲ ×  

∈⊃ トー  
⊂〉（コ  く⊃ l  

Fig．5．4．1ひずみ分布  
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4．0×10‾3rad．  4．0×10‾3rad．  

－－－－一－－－ 2．0×10‾3rad．  

－・－・一 1．0×10‾3rad．  

一－－－－－－－  2．0×10‾3rad．  

．0×10－3rad．  ーーーーー 

負加力  

l  

い、 ＼、、、 ＼、＼   T＼ 比  

ト▼■  ト■▲  

⊂⊃  く⊃  亡＞  

（＝） ⊂＞  く＞  

加力側フランジ壁 縦筋  

Fig．5．4．3 ひずみ分布  

Fig．5．4．5 ひずみ分布  

4．0×10‾3rad．  

加力側フランジ壁 横筋   

Fig．5．4．4 ひずみ分布   
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＝  ＝ 正加力  

0－－－→ 負加力  

4．0×10▼3rad．  

－－－－－－－－ 2．0×10】3rad．  

1工加カ  ーーーt－ 1・0×10‾3rad．  QI）0Ⅵ・N／Ⅵしl）  

サイクロ12 3 4 5 6 7 8 91011121314  

Fig．5．6．1上下の荷重比  

； ＝2層止加カ  

●－・一一1層止加力  

○－－－・一や2層負加力  

か－一一岬1層負加力   

反加州則フランジ壁   横筋  

Fig．5．4．6 ひずみ分布  

キ   矢   キ  キ  キ  

◆→ ＝                  キ キ キ x キ   

上層においては，正負とも境界側の荷重は，ほとんど発  

生しておらず，上層を変形させるための荷重は，ほとん  

ど壁側によって負担されている．一方，下層においては，  

正負で荷重負担が，かなり異なっている．  

5．丁 履歴ループ  

Q一銭，Q一銭関係の無次元イレレープ（屋上階高さ位置で  

の部材角4×10－3rad．時）をFig，5．7．1～Fig．5．7．2  

に示す．  

「：  

500 R2＝0．25×10JA3rad．  

（×10‾6）  

Fig．5．5．1主ひずみ分布  

ウェブ壁  
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建屋の復元力特性に関する研究（ヱ層RCボックス壁の実験）  西松建設技報VOJlO  

と合わせて示す．   

Fig．5．8．2に本実験の丁－γ関係の包路線（最下部）  

を，計算値によるせん断ひびわれ荷重，せん断終局荷重  

（修正広沢式）位置と合わせて示す．   

Fig．5．8．3～Fig．5．8．5に全体変形，曲げ変形（最  

下部），せん断変形（最下部）についての無次元ループを  

示す．R＝4．0×10－3rad．の繰り返しでは，ループ形状が  

逆S字形になっている．   

全体変形についての等価粕悔成衰定数をFig．5．8．6  

に，剛性低下率をFig．5．8．7に示す．等価相性減衰定  

数は，R＝1．0×10－3rad．以降は正負ともほぼ同じよう  

な値となっている．また，同一部材角での繰り返しによ  

る等価粘性減衰定数の値が小さくなってゆくのがわか  

る．剛性低下率は，正負とも，ほぼ同じような値となっ  

ており，R＝2×10－3rad．で約40％，R＝4×10－3rad．  

で約30％値であった  

5．8 復元力特性  

Fig．5．8．1に本実験のM－¢関係の包路線（最下部）  

を，計算値による曲げひびわれ荷重，曲げ降伏荷重位置  

M（ton・m）  

Fig．5．7．1無次元化ループ（Q－♂2）  

5  10  15  20  

¢（×10‾6′／mm）  

Fig．5息1モーメント一曲率関係（最下部）  

10   

丁（×103rad．）  

Fig．5．8．2 せん断応力ーせん断変形角関係（最下部）   Fig．5．7．2 無次元化ループ（Qq61）  
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西松建設技報VOLlO  建長の復元力特性に関する研究（2層RCボックス壁の実験）  

NO．12  

R＝4．0×10∩3（rad．）  

Fig．5．8．5 無次元化ループ（せん断変形）  

Fig．5．8．3 無次元化ループ（屋上階変位）  

0．25  

Fig・5息6 等価半創生減衰定数  

NO．12  

R＝4．0×103（rad．）  

0．25  

Fi∈ト5．8．7 剛性低下率  

Fig・5・8・4 無次元化ループ（曲げ変形）  

5．9 実験結果と既往式との比較  

Table5．9．1に本実験の実験結果と計算値による上膀交  

を示す．  
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KBl＝21740t／cm   

Ksl＝1961t／／cm   

Ks2＝10204t／／cm   

Ks2＝1724t／cm   

∴Kel＝1798t／cm  

Ks2＝1475t／cm  

（b）フランジ壁の1／4までを有効断面積とした時   

KBl＝33785t／cm   

Ksl＝3000t／cm   

KB2＝15948t／cm   

Ks2＝2645t／cm  

∴Kel＝2757t／cm  

Ke2＝2269t／cm  

Table－5．9．1実験値と計算値の比較  
（ton／cm）  

初期剛性  実験値  計算値  実／計   （ウェブ壁のみ）  1層  1882  1798  1．05   2層  1644  1475  1．11   初期剛性 （フランジ聾者慮）  1層  1882  2757  0．68   2層  1644  2269  0．72   
（ton／cm）  

実験値  計算値  実／計   

ウ皐ブ壁のみ   29．3  1．72  
曲げひびわれ強度  50．5  

フ 45，3  1．10   

ウェブ壁のみ   58．4  1．93  
曲げ降伏強度  112．9  

フランジ壁考慮  109．0  1．03  

実験値  計算値  実／計   

せん断ひびわれ強度  23．6   38，6   0．61   

せん断耐力の比較  （t。n）  

実験値  計算値  実／計   

修正広沢式   103．2   1．07   

東大式＋軸力  
111．2  

113．6   0．98   

戸  田  式  150．9   0．74   

全 補 強 式  122，5   0，91   

§5．g．2 曲げひびわれ荷重  

計算による曲げひびわれ荷重は，以下の式による．  

M。＝（Ft十ob）・Ze  

ここで  

M。：曲げひびわれモーメント  

Ft：コンクリートの引張強度  

M。：断面係数（＝Ⅰ。／号））  
M。1＝2934，4t・Cm  

M。2＝2825．2t・Cm   

・実験による曲げひびわれ発生荷重時と比較してみ  

ると  

・正加力  

M。X。．＝43．86×110十6．5×35  

＝5052．1t・Cm   

・試験体の有効断面をウェブ壁およびフランジ壁の  

1／4とした時のZ。を用いると，  

M。1＝4578．7t・Cm  

Mc2＝4408．3t・Cm  

5．g．3 せん断ひびわれ強度  

計算によるせん断ひびわれ強度は，以下の式による．  

Qsc＝Aw・屯c  

O．085・K。・（500＋F。）  

5．9．1 初期剛性  

計算値による初期剛性は以下の式を用いた  

1  

1  h3  

KB 3EcIe  

l  〝・h  

Ks G・Ae   

ここで，   

K。：等価剛性  

KB：曲岬剛性  

KS：せん断剛性  

h ：加力点までの距離   

Ae：有効断面積  

E。：コンクリートのヤング係数   

Ⅰ。：鉄筋を考慮した断面2次モーメント   

Ⅰ。＝Ⅰ。（1＋（n－1）・Pw）   

Ⅰ。：コンクリートの断面2次モーメント  

n ：ヤング係数比Es／Ec  

Es：鉄筋のヤング係数  

Pw：壁筋比   

G：せん断弾性係数（＝E。／2（1＋リ））   

リ ：ポアソン比  

〟 ：形状係数  

（a）ウェブ壁のみを有効断面とした時   

78  

7盲c‾  
M／QD十1．7  

×（1＋  
一「  

ここで  

Qs。：せん断ひびわれ荷重  

Aw：有効断面積  

K。：断面寸法による補正係数（＝0．72）  

実験時におけるせん断初ひびわれ発生荷重時の荷重比   



西松建設技報VO」．10  建屋の復元力特性に関する研究（2層RCボックス壁の実験）   

より  ちu＝70．98kg／皿已  

Qsu＝113．6ton  

（c）戸田建設の式8）  

CQu＝CTu・t・D  

c7u＝了C＋rs＋TO   

TC＝2・7厄（廿1・）   

TS＝pw・重  

石）＝8も  

cTu＝90．69kg／cnp  

CQu＝150．9ton  

適用範囲：Pw≦2．4％  

M／QD＝0．4～0．8  

吼＞1．3ノ頁‾  TO＝1．3ノ京‾  

屯≦1．3厄  ち＝吼  

M／QDl＝0．58  

M／QD2 ＝0．36  

ちcl＝23．2kg／亜  

ちc2＝26．3kg／珊2  

Qscl＝38．6ton  

Qsc2＝43．7ton  

5．9．4 曲げ降伏荷重  

曲げ降伏モーメントの計算は，以下の仮定による．  

・断面は，ウェブ壁のみ  

・曲げ降伏モーメントは，引張最外端の鉄筋が降伏点   

に達する時の曲げモーメントとする．  

・コンクリートは引張応力度は負担しない  

・コンクリートの応力分布は三角形とする  

・鉄筋は壁厚中央部に一様にある  

以上より  

My＝5837．9t・Cm  

・実験における最大荷重時のモーメントは，  

Mexp．＝130×Q2十55×Ql  

＝11288．5t・Cm   

断面をフランジ壁の1／2まで有効と考えると  

My＝10898．4t・Cm  

5・g・5 せん断終局強度  

（a）修正広沢提案式による計算値6）  

Qsu＝ちu・Aw  

O．06ケ9・PwO・23・（180＋F。）  

§6．まとめ  

2層ボックス壁試験件の実験結果をまとめると以下の  

ようになる．  

1．初期剛性は，ウェブ壁のみを有効断面とすると計算   

値を上回り，フランジ壁幅1／4を有効断面とすると概   

ね対応する．  

2．せん断ひびわれ荷重は，実験値が計算値を下回って   

いる．  

3．曲げひびわれ，曲げ降伏荷重は，実験値が計算値を   

上回っている．   

フランジ壁による影響と考えられる．  

4．最終破壊は，1階壁基部のせん断すべり破壊であり，   

せん断耐力は，既往式と比較すると，0．91～1．07位の   

ばらつきで概ね評価できる．．  

5．曲げ変形とせん断変形の成分比は屋上階では約   

0，25：0．75であった．また，基礎の抜け出しによる変   

形は，全体の5％であった．  

6．各サイクルにおける無次元化ループを比較してみる   

と，部材角の増大に伴ってループ面稗は大きくなる傾   

向にあり，同一部材角のくり返しによりループ面積が   

小さくなる傾向にある．   

尚，本研究は（社）建築研究振興協会の「建屋の復元力  

梓性に関する研究」委員会により西松建説粗 フジタ工  

業㈱，戸田建設軌 ㈱熊谷組，佐藤工業帆 ㈱間組，前  

田建設工業㈱の共同研究として実施された．実験の計画，  

実施に当り御f旨導・御助言を項いた委員長・東京都立大  

学渡部丹教授はじめ各委員の方々に深く感謝致します．  
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ちu‾  
M／QD十0．12   

＋2．7パ㌔叩y＋0．1吼  

ここで   

Qsu  ：せん断終局強度   

Aw  ：有効断面積   

F。  ：コンクリートの圧縮強度   

屯   ：軸応力度   

♂y  ：鉄筋降伏応力度   

Pw   ：鉄筋比   
M／QD：シアースパン比（実験における上下の  

荷重比）  

T；。＝62．02kg／cm  

Qs。＝103．2ton  

（b）東大提案式＋軸力7）  

Qsu＝ちu・Aw′  

0．0679・PwvO・23・（180＋Fc）  
7もu‾   

M／QD＋0．115  

＋÷（PwH町＋2・7ノラ孟盲）＋0・1屯  

Aw′＝有効断面晴  

以下は（a）に同じ  
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